
第２５回 秋田地方労働審議会 議事録 

 

   日時：平成２５年３月１３日（水） 

          １０：００～１２：００ 

         場所：ふきみ会館３階 大会議室 

 

１ 開 会                          

 

２ 局長あいさつ                       

 

３ 議 事 

 

（１）秋田地方労働審議会最低工賃部会報告について      

 

（２）秋田地方労働審議会労働災害防止部会報告について 

    

（３）平成２５年度秋田労働局行政運営方針（案）について     

                               

（４）平成２５年度秋田労働局雇用施策実施方針（案）について   

 

（５）その他・意見交換                   

 

４ 閉 会          
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○事務局  

 おはようございます。本日はご多忙中のところ、出席くださいまして誠に有難うござい

ます。  

 時間は少し早めですけれど皆さんお揃いですので、ただいまより第２５回秋田地方労働

審議会を開催いたします。  

 開催にあたりまして、定足数を確認させていただきます。公益を代表する委員３名、労

働者を代表する委員４名、使用者を代表する委員６名が出席されました。全委員の３分の

２以上の出席が得られましたので、地方労働審議会例第８条第１項により、本会議は成立

したことをご報告いたします。  

 なお、公益委員の渡部委員におかれましては、途中の退席の予定となっておりますけれ

ども、各代表３分の１以上の出席があれば成立する運びとなっておりますので、あわせて

申しのべます。  

 また、阿部委員は出席の予定でございましたが、急に体調不良になりましたので、欠席

のご連絡をいただいております。  

 続きまして、配付資料について確認させていただきます。  

 本日の配付資料は、第２５回地方労働審議会次第が１枚。地方労働審議会資料一覧が１

枚。説明資料といたしまして、資料Ｎｏ．１の秋田県男子服・婦人服・子供服製造業最低

工賃金などについての資料１の１が１枚、それから資料Ｎｏ．１の２といたしまして、秋

田県男子服・婦人服・子供服製造業最低工賃の決定についての方針が１部。続きまして資

料Ｎｏ．２といたしまして、第１２次労働災害防止計画（案）。それから資料Ｎｏ．３、平

成２４年度秋田労働局行政運営方針に基づく主な業務運営実績及び課題。資料Ｎｏ．４と

いたしまして、平成２４年度秋田労働局行政運営方針に基づく主な業務運営実績及び課題

（概要版）。資料Ｎｏ．５といたしまして、平成２５年度秋田労働局行政運営方針（案）。

資料Ｎｏ．６といたしまして、平成２５年度秋田労働局行政運営方針（概要版）。資料Ｎｏ．

７といたしまして、平成２５年度秋田労働局雇用施策実施方針（案）。参考資料といたしま

して、秋田県の雇用失業情勢。それからパンフレットといたしまして、「仕事と子育て働く

パパ・ママ応援します！」というパンフレットを付けさせていただいております。  

 以上が、本日会議に提出している資料でございます。ご確認の程よろしくお願いいたし

ます。  

 また、平成２５年度の運営方針、あるいは行政運営方針の概要版につきましては、一部
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数値がまだ未確定となっておりますので今後決定次第、委員の皆様にお届けしたいと思っ

ております。  

 それでは、開会にあたりまして坂本労働局長よりご挨拶を申し上げます。  

○坂本労働局長  

 おはようございます。労働局の坂本でございます。労働審議会の開催にあたりまして一

言ご挨拶申し上げます。  

 本日は大変お忙しい中、ご出席を賜りまして誠にありがとうございます。  

 また、委員の皆様には日頃より労働行政の推進に、格別のご理解またご協力を賜まって

いることに対しまして、重ねて御礼を申し上げたいと思います。  

 さて当局においては、平成２４年度の行政運営方針においては、「東日本大震災から復

旧・復興支援及び円高への対応への雇用対策の実施」を第一に掲げまして、被害者に対す

る就労、それから両面の支援、また雇用の場の確保など努めるとともに、歴史的な円高と

製造業の拠点再編への対応を重点に行ってきたところでございます。  

 また、その他「全員参加型社会」及びまた「ディーセントワーク（働きがいのある人間

らしい仕事）の実現」のスローガンを掲げまして、労働基準、それから職業安定行政、そ

れから雇用均等行政の総合労働行政機関として、相互の連携を図った取り組みを重点に運

営しているところでございます。  

 ご承知のとおり、私ども労働行政におきましては、大きく影響を受けるのは景気でござ

います。昨今の景気の状況を見ていますと、一部に底堅さが見られるものの、全体として

幾分弱めの動きが続いており、先行きにつきましても、海外経済の動向などについて重視

していく必要があるとされておるところであります。  

 また３月末には、中小企業金融円滑化法の終了の影響を受けて、資金需要の高まる年度

末においては、体力のない企業の淘汰進行が懸念されたところでございます。  

 このような経済動向が、雇用に与える影響が大変大きいと踏まえまして、これらの現状

を踏まえて注意深く見守るとともに、企業整備等の情報については迅速な対応をしていく

必要があると感じているところであります。  

 こうした中で、当局としましては、平成２５年度行政運営方針におきましては、労働条

件の確保、それから雇用の安定を図るための５つの最重要項目を柱に掲げまして、引き続

き基準・安定・雇用均等行政の３行政を連携強化して、一体的に実施していきたいという

ふうに考えているところでございます。  
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 後ほど詳細な取り組みにつきましては、担当部長の方から説明を申し上げますが、私か

らは概要のポイントだけを簡単にご説明させていただきたいと思います。  

 まず第１に、総合労働行政機関として推進する重点施策の実施を挙げております。厳し

い雇用情勢が続く中での労働局、それから監督署、ハローワーク、それから国と行政が一

丸となって労働条件の確保、雇用の安定を図るための総合施策を実施しております。  

 また引き続きコンプライアンス・チェックテキストの活用など、労働関係法令等の周知

啓発、それから東日本大震災の復興支援及び女性の再就職の支援など、分野ごとに連携し

た対策を推進・実施したいと思っております。  

 第２に、労働基準行政の重点でございますが、法定労働条件の遵守徹底のための迅速か

つ冷静な対応を行うとともに、改正労働契約法の啓発指導等をはじめ、労働条件の向上、

労働環境の改善に向けた労使の取り組みを効果的に促すための施策を推進することとして

おります。  

 さらに、平成２５年度を初年度といたします新しい労働災害防止計画が策定されスター

トすることになりますが、災害等の発生内容につきましては、産業構造の変化を反映いた

しまして、第３次産業での災害が増加しているということから、最重点として取り組みを

進めることとしているところでございます。  

 第３に、安定行政の重点でございますが、厳しい雇用環境が見込まれる中で新卒者、そ

れから既卒者の方の就職支援を強化するために、若者の採用・育成に積極的な企業に対し

まして若者応援企業として周知するとともに、若者チャレンジ奨励金等の助成制度を活用

した支援を行ってまいりたいと思っております。  

 また、労働者の３割を占める非正規労働者のキャリアアップを支援するために、これも

助成金の積極的な活用によりまして、事業主への支援を行うほか、また正社員としての就

職を支援するための職業訓練等の活用を促していきたいと思っております。  

 このほか、障害者の雇用につきましては、本年４月からは引き上げられるということか

ら、障害者の雇用促進のために秋田県と連携した障害者雇用支援プロジェクトによりまし

て、実効性のある取り組みを実施してまいりたいとこのように思っているところでござい

ます。  

 最後に、雇用均等行政の重点でございますが、女性の活躍促進につきましては、依然と

して働く女性の管理職に占める割合は大きな格差があります。したがって、積極的に企業

訪問を行うなど様々な手法でポジティブ・アクションの取り組みを働きかけ、情報開示の
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促進等を行ってまいりたいと、このように考えております。  

 また、仕事と家庭の両立支援に対する取り組みのほか、特に子育てのサポート企業であ

ることをアピールすることができます「くるみんマーク」の普及に努めまして、改正・育

児・介護休業法の更なる定着と認定を目指す企業に対する支援を行ってまいりたいと思っ

ております。  

 以上が平成２５年度の重点施策といたしまして、労働行政機関としての機能を十分に発

揮してまいりたいと考えております。  

 本日は委員の皆様から忌憚のないご意見を賜りながら、行政運営方針に反映させていき

たいと考えておりますので、どうぞご審議の程よろしくお願いいたします。  

 なお、本日は「２５年度の雇用施策実施方針（案）」というのがございますので、十分審

議いただきますよう併せてお願い申し上げて私のご挨拶といたします。どうぞよろしくお

願いいたします。  

○事務局  

 それでは、これからの議事進行につきましては池村会長にお願いしたいと思います。会

長よろしくお願いいたします。  

○池村会長  

 事務局から報告がありましたとおり本審議会は成立しておりますので、議事を始めたい

と思います。議事進行にご協力をよろしくお願いいたします。  

 それでは、本日の議事録署名委員の指名でございますけれども、本日の議事録署名委員

は私のほか、田口委員、それから斉藤委員のお二方にお願いいたします。  

 本日の地方労働審議会の議事録につきましては、情報公開の対象となっておりますので、

あらかじめご了承いただきますようお願い申し上げます。  

 それでは、議事に入るとことといたします。  

 本日の議事は次第にありますように、１つ目が秋田地方労働審議会最低工賃部会報告に

ついて、それから２つ目が秋田地方労働審議会労働災害防止部会報告について、それから

３つ目が平成２５年度秋田労働局行政運営方針（案）について、４番目が平成２５年度秋

田労働局雇用施策実施方針（案）について、５番目にその他意見交換、以上５件となって

おります。よろしくお願いいたします。  

 それでははじめに、議事の（１）秋田地方労働審議会最低工賃部会報告を渡部部会長か

らお願いいたします。  
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○渡部最低工賃部会長  

 私からは、先に開催いたしました最低工賃専門部会の審議結果についてご報告いたしま

す。  

 平成２４年度の秋田県男子服・婦人服・子供服製造業最低工賃の改正につきましては、

本年１月１６日に部会を開催し審議をいたしました。その結果、資料Ｎｏ．１の１にあり

ます、秋田県男子服・婦人服・子供服製造業最低工賃の決定について報告のとおり、全会

一致により結審いたしました。今回改正となります工賃については、この項目の別紙にな

りますが、参考までに右端の金額を朱書きにしておりますので、よろしくお願いいたしま

す。  

 また、秋田地方労働審議会運営委員規程第１０条に基づきまして、同日付けを持ちまし

て会長名により局長に答申いたしました。  

 以上でございます。  

○池村会長  

 はい、ありがとうございました。  

 ただいまのご報告につきまして、ご質問等をちょうだいいたします。報告事項ではござ

いますが、ご質問何かありますでしょうか。ないようですので、次の議事に移りたいと思

います。  

 （２）秋田地方労働審議会労働災害防止部会報告を堀口部会長よりお願いいたします。  

○堀口労働災害防止部会長  

 労働災害防止部会長の堀口です。配付資料の中に、第１２次労働災害防止計画（案）が

ございますが、この内容について２月２５日労働災害防止部会を開催し、審議いたしまし

た。第１２次労働災害防止計画（案）は、産業別の雇用労働者数、年齢構成比、非正規労

働者等の状況とともに、労働災害発生件数の動向を見極め、第三次産業への災害防止対策

のシフトを検討されているものであり妥当なものと思われました。  

 また、その運営、運用等について活発な議論がなされたことをご報告申し上げます。  

○池村会長  

 はい、ありがとうございました。  

 ただいまの報告について、ご質問等ございますでしょうか。ございませんね。それでは

次の議事に移らせていただきます。  

 （３）平成２５年度秋田労働局行政運営方針（案）について、事務局よりご説明願いま
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す。  

○大野総務部長  

 それでは総務部長の大野でございます。よろしくお願いいたします。  

 日頃から秋田労働局の行政運営に大変なご理解とご協力を賜り、この場を借りて感謝を

申し上げます。  

 私の方からは、平成２５年度の総合労働行政機関として基準・安定・均等行政が連携し

た業務推進、あるいは労働保険の適用徴収業務、さらに個別の労働紛争業務の運営につい

てご説明します。  

 まず、資料Ｎｏ．６ですが、平成２５年度秋田労働局行政運営方針（概要版）の３ペー

ジをお読みいただけますでしょうか。総合労働行政機関として推進する施策の実施という

ものを第一に掲げてます。局長からの挨拶にもございましたとおり、大変厳しい雇用失業

情勢が続く中、労働局、労働基準監督署、ハローワーク、雇用均等室そういった３行政が

一体となって労働状況の確保、または雇用の安定を図るための施策を実施することをいた

しております。  

 具体的には、東日本大震災からの復興支援、労働関係法令等の周知啓発、または男女雇

用機会均等確保対策の推進、さらに使用者による障害者虐待の防止対策等、この４分野を

中心として連携した対策というものを推進してまいりたいと思っております。  

 続きまして、労働保険適用徴収業務と個別労働紛争業務の平成２４年度ですが、業務運

営について、お伝えさせていただきたいと思います。  

 資料Ｎｏ．４でございますが、これは最終ページになります。１０ページですが、まず

６番で労働保険適用徴収業務の適正な運営、こちらにつきましては、１月末現在の収納率、

こちらが８６．０１％となっております。前年の同じ時期と比べまして大変残念ながら０．

４４ポイント下回っている状況でありまして、目標達成に向けて引き続き、金融機関等の

調査を行うなどにより公平な保険料の負担に向けて取り組んでまいりたいと思っておりま

す。  

 次に、労働保険の成立件数、こちら目標件数２２０件とさせていただいております。１

月末現在で２１２件となってますが、２月で若干１６件ほど増えております。例年３月に

は平均すると３０件程度成立がありまして、こちらについては目標値を上回る状況で推移

しているというふうに言えるかと思います。  

 次に、同じページの個別労働紛争解決制度の円滑かつ適正な運営についてです。  
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 １点目、総合労働相談コーナーの的確な対応といたしまして、相談件数につきましては

６，５６８件とほぼ例年の同じ時期と同数です。民事上の個別紛争関係相談は２，９９７

件と、解雇あるいはいじめ・嫌がらせといったものが増えておりまして、全体の大体４０％

程度を占めている状況です。  

 その他の項目といたしましては、自己都合退職などといった相談が多く寄せられている

といった状況です。そちらにございます資料の方にもありますように、助言・申出件数、

あっせん申請受理件数といったものが前年度を下回っている状況というところでございま

す。  

 次に２点目としましては、制度の周知広報のために、セミナーを昨年１１月６日に開催

したところです。企業数１，２５０社にご案内申し上げまして１４９名のご参加をいただ

いたところです。アンケートによりますと、そのうちの９７．５％が「参加して参考にな

った」と一定の評価が得られたというふうに考えております。  

 このあっせん参加率につきましては、申請に基づいて、非申請人に対して、あっせん参

加のメリットを、こちらを丁寧に説明させていただくなど取り組んできたこともありまし

て、年度当初のですね、目標数値でございます６０％を上回っているというような状況で

す。  

 こうした２４年度の状況を踏まえまして、新年度の運営方針、こちら資料Ｎｏ．６の方

をご覧いただきたいんですが最終ページ、７ページです。そちらにもありますように、労

働保険適用徴収業務につきましては、次の２点を目標設定として業務を推進することとし

ております。  

 第１点目、こちら引き続き労働保険料の収納率、今年度実績の１％以上上回ることとい

うふうにさせていただいたところです。  

 第２点目、労働保険の未手続事業を一掃するといったことを念頭におきまして、本年度

よりもさらに１０件上積みすることとして、最低２５０件の成立といったものを目指して

まいりたいと思っております。  

 次に個別労働紛争業務につきましては、個別労働紛争の解決の促進として、この制度の

最も重要な主旨でございます「簡易」あるいは「迅速」といったものの処理が掲げられて

ます。この主旨を踏まえまして助言・指導から１カ月以内に終了する率、こちらは９５％

以上、それからあっせんから２カ月以内に終了する率というものが９０％以上と、そうい

った制度本来の主旨を踏まえてですね、対応して参りたいというふうに考えてます。  
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 また加えまして、２３、２４年度に引き続きまして、「紛争解決支援セミナー」こちらを

開催することとしてます。テーマにつきましては、今後調整をさせていただいた上で、紛

争の未然防止、あるいは自主的な相談・解決に努めて参りたいと考えているところです。  

 以上、大変簡単ですが、今後とも秋田労働局へご支援ご協力をお願いいたしまして、私

からの説明は終了とさせていただきます。ありがとうございました。  

○池村会長  

 大野部長には大変失礼しました。以下の説明はどうぞ椅子にかけてお話しください。  

 どうぞ順次お願いします。  

○菅原労働基準部長  

 担当の労働基準部長の菅原です。椅子に座って説明させていただきます。  

 お手元の資料、私の方からは資料Ｎｏ．４の平成２４年度行政運営方針及び資料Ｎｏ．

６番の行政運営方針（概要版）（案）に添ってご説明申し上げたいと思います。  

 はじめに、概要版資料Ｎｏ．４の４ページをお開きいただければと思います。３番とい

たしまして、安心・安全に働くための労働環境整備の推進ということでございますけれど

も、大きく４点ございます。最初に３の（１）のところでございます。今年度は業務運営

目標といたしまして、倒産等の３０人以上の労働者が対象となる大量整理解雇事案の監督

及び啓発指導の実施率を１００％とすることを掲げてまいりましたが、実際１月末現在で

情報把握した事案について１００％達成という状況でございます。以下、平成２４年度の

取り組みは①から③までございますけれども、法定労働条件の確保等に関しましては、対

計画実施率が１１２％、法違反に対する厳正な対応といたしまして、司法処分を実施して

ございますが、計９件ということでございます。内訳は労働基準法関係４件、労働安全衛

生法関係５件となってございます。  

 また、倒産、大量整理解雇事案３０人以上の情報把握と監督指導、これにつきましては

情報把握が１８件ございましたが、それに対しまして指導を１８件すべて実施していると

ころでございます。  

 ２番といたしましては、長時間労働の抑制のための監督指導等、これは監督署の窓口に

おきまして時間外労働協定の届け出に際しての窓口指導、また自主点検方式の文書指導を

計５７６件実施いたしました。  

 また３番でございますが、これは大変社会的にも重要な問題となっております、パワー

ハラスメントの予防・解決に向けた環境整備という課題がございました。これにつきまし
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ては、私ども秋田労働局のホームページにもこの内容を掲載してございます。トップペー

ジを開いていただきますと、中段にあります「職場のパワハラを予防・解決していくため

に」をクリックいただきますと、本省のパワーハラスメント関係の資料にリンクしてござ

います。こういった掲載を行ったり、または事業者団体等を通じまして周知啓発を図って

ございます。昨年１２月から県内６カ所に監督署がございますが、監督署単位で計６カ所

におきまして説明会を実施して、延べ参加者１，２１３名も来ていただいたところでござ

います。  

 このような状況を踏まえまして、資料Ｎｏ．６の方でございますが、４ページを開いて

いただきますと、２番の労働基準行政の重点施策というところでございますが、次年度の

行政運営ですけれども、引き続き大量整理解雇事案の迅速・適正処理ということで、３０

人以上の労働者が対象となる事案には監督及び啓発指導の実施率を１００％にするという

目標を掲げております。  

 主な施策につきましては、ただいまの資料に記載されております。法定労働条件の履行

確保、長時間労働抑制のための監督指導等、ここに掲げております主な施策をしっかり実

施してまいりたいと考えてございます。  

 続いて、資料４に戻っていただいて４ページの下の方にございます。３の（２）最低賃

金制度の適切な運営でございます。平成２４年度も最低賃金審議会の円滑な運営を図った

ところでございます。今年度は県の最低賃金が前年から７円引き上げられまして、６５４

円になりました。また、４業種の特定最低賃金とございますけれども、これも昨年１２月

に４業種とも改正になり６円から１０円に引き上げということになりました。これら改正

内容につきましては、周知を図るのが大変重要でございます。ラジオ、ホームページ、広

告看板、また地方自治体の広報、事業主団体、労組関係につきましても積極的に周知広報

をお願いしたところでございます。この場を借りて厚くお礼申し上げます。  

 また、最低賃金の引き上げにつきましては支援事業がございますが、この利用促進と周

知を図ったところでございます。これは秋田県社会保険労務士会への委託によりまして、

最低賃金総合相談支援センターを設置しました。この中で窓口相談４５５件、または専門

家派遣５３件という実績となったところでございます。また併せまして、業務改善助成金

制度の周知並びに利用勧奨も図ってございまして、交付決定件数が３０件となったところ

でございます。  

 こうした取り組み状況から、次年度は行政運営に対しましては資料Ｎｏ．６の（２）に
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ございますけれども、最低賃金制度の適切な運営ということで、引き続き、最低賃金審議

会の円滑な運営を行ってまいりたいと考えております。  

 また施策の重点といたしましては、最低賃金審議会の適切な運営の中で改定が行われる

最低賃金額の周知徹底並びに事業主等の理解の促進、また履行確保を行い周知徹底を図る

こと、併せまして次年度も中小企業支援事業の実施が予定されておりまして、助成制度に

つきましても引き続き利用促進を図ってまいりたいと思っております。  

 続きましてＮｏ．４の５ページでございます。上段の３の（３）労働者の安全と健康確

保対策の推進がございます。  

 業務運営目標といたしましては、この①から③までございますが、、今年度が最終年度で

ございます１１次労働災害防止計画に基づき、労働災害の減少を図るということでござい

ます。  

 ①といたしまして、死亡者数１０人以下に減少させるという目標は、９人ということで

達成でございます。②の死傷者数については、平成１９年の１，０８７人の１５％以上減

少させる目標ですが、残念ながら１，０２１人ということで、目標の達成には至ってござ

いません。③は、定期健康診断におきまして有所見率について前年より減少させるという

目標でありましたが、６２．８％未満に対しまして、６１．６％、これはその減少の幅は

若干小さいんでございますが減っているということでございます。  

 こういった目標を掲げながら、その下にございますが、①、②の労働災害の減少を図る

ための対策ということで、ただ今申し上げましたが、休業４日以上の死傷災害につきまし

ては、昨年は１，０２１人ということで、前年比１１人増となってございます。またここ

には掲載してございませんが、実は全国と同様、秋田においても、死傷災害が過去３年間

連続して増加という状況になっているところでございます。昨年は死亡災害が９人という

ことで対前年比で４人減となっておりますが、この９人という数字は、本来死亡災害があ

ってはならないことでございますけれども、過去最少、平成１６年と並んで過去最少とな

っております。  

 また、昨年は災害多発業種一体となって災害防止に取り組むよう、ここに掲げておりま

す４つの業種につきまして、集中的な取り組みを行ったところでございます。ここにござ

いますとおり、取り組んだ業種につきましては、一定の減少を示しているという状況でご

ざいます。  

 併せまして、転倒災害防止対策、これは冬場にも多発してございます。転倒災害防止対
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策としてプロジェクトチームを発足してございまして、文書要請も４，６００社、ポスタ

ー・標語募集なども計５，０００枚刷って配布してまいりました。また昨年１２月には「冬

季労働災害防止セミナー」というセミナーを開催いたしまして、多くの参加をいただいて

おります。  

 また②といたしまして、労働者の健康確保対策、これも大変重要な課題でございます。

メンタルヘルス対策におきましては３カ年計画を立てまして、その周知を図っているとこ

ろでございます。また集団指導、個別指導等実施したところでございます。  

 こういった対策を進めながら、ここの課題にございますけれども、平成２５年度から新

たにまた５年間の計画を進める予定でございます。先ほど部会長の報告がございましたが、

その中で、特に「第三次産業対策」、これを重点的に取り組んでいくということを考えてご

ざいます。資料Ｎｏ．６の４ページ中段、赤で下線が引いてございますけれども、第三次

産業の中でもこの小売業・社会福祉施設・飲食店・陸上貨物運送業につきましては、秋田

の第１２次の災害防止計画の中で向こう５年間の減少目標を掲げているところでございま

すけれども、これを毎年、各々掲げております減少目標と比較しながら取組んでまいりた

いと考えております。  

 また、死亡災害につきましては、製造業・建設業・林業といった発生しますと重篤な災

害また死亡災害になりやすい業種でございます。これらにつきましては死亡者数におきま

しては６人以下という目標を掲げております。  

 あわせて健康確保につきましては、規模を３０名以上の企業におきますメンタルヘルス

対策の実施について５０％以上ということで考えております。  

 こういった目標を掲げつつ、ただ今、ご紹介した第三次産業対策、または重篤な災害が

多い製造業・建設業等に対する関係団体と連携した取り組み、またはメンタルヘルス不調

予防対策、それから職場復帰対策のためのセミナー、これは昨年度も実施してございます

が、今年度はかなり充実した内容で開催したいと考えております。  

 最後に（４）の関係でございます。  

 取組状況では、５ページの下段でございます。３の（４）労災補償対策の推進でござい

ます。こちらに関しては、業務運営目標に掲げてございます標準処理期間２分の１内の処

理するという目標を掲げて取り組んでいるところでございますが、今年度はそれぞれにと

って２分の１以内の処理する目標を達成するということでございます。実際その中で今、

労災保険給付業務につきまして迅速・適正な処理を行いつつ、また、社会的な課題でござ
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います精神障害等事案及び脳・心臓疾患事案に係る適正な処理を図り、こういったものの

認定基準リーフレットを医療機関、関係団体へ引き続き配布し、支援を図っていくことも

進めたいと思います。また、石綿救済法に係る周知・広報につきましても、あわせて周知

を図っているところでございます。  

 こういった状況を踏まえつつ、概要版Ｎｏ．６の 4 頁下段の（４）にございます目標に

つきましては、引き続き、労働保険給付につきましては標準処理期限を決めて取り組んで

おります。  

 その他の施策につきましても、積極的に取り組んでいきたいと考えております。  

 私からは以上でございます。  

○渡邉職業安定部長  

 続きまして、職業安定部長の渡邉と申します。私から、職業安定行政に関する平成２４

年度の業務運営実績、運営報告実績、それから２５年度の運営方針についてご説明させて

いただきます。  

 最初に、業務運営実績の課題でありますが、資料Ｎｏ．４の方で、資料に沿って進めさ

せていただきます。６ページを開いていただきたいと思います。  

 最初に、雇用情勢に関するグラフを掲載しておりますが、これに関しましては参考資料

としまして、非常に詳しい資料が載せておりますので、一緒にご覧いただければと思いま

す。  

 最初に、最近の雇用情勢でありますが、全国的には完全失業率が緩やかに低下するなど、

改善傾向が続いているところでございます。一方、秋田県につきましては、有効求人倍率

は６月以降横ばい傾向が続いております。ただし最近では、１月分でありますけれども、

有効求人数が減少し求職者が増加しているということがありまして、１月の有効求人倍率

は大きく低下したところであります。この情勢は依然として厳しさが残り、改善の動きに

足踏みがうかがわれるというふうに判断しているところであります。  

 今後も製造業の拠点再編、中小企業金融円滑化の終了などの影響を踏まえつつ、雇用情

勢については注視していきたいと考えておるところでございます。  

 続きまして４の（１）地方自治体や民間と連携した重層的なセーフティーネットの構築

でございます。  

 最初に企業雇用維持支援等の実施とありますけれども、まず各種連絡会議の開催・参加

などを通じまして、県などで関係機関との連携を努めているところでございます。  
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 また、雇用調整助成金などを活用しまして、雇用維持に努める企業主を支援し、大量離

職が発生した場合には、事業所への出張相談「アシストハローワーク」と書いてあります

が、こちらを実施しまして、迅速に離職者への再就職支援を実施するよう努めているとい

うところでございます。  

 特にＴＤＫ株式会社の拠点再編など、円高の影響への対応につきましては、昨年２月７

日付けで緊急雇用対策本部を設置しまして、毎月本部を開催の上、情報の共有に努めてい

るところでございます。  

 数字的なところで申しますと、雇用調整助成金等につきましては、前回の審議会のとき

にも報告しておりますが、それ以降それぞれ１，０００件３万人程度超過しており、９月

以降は高い水準で横ばいの動きとなっております。  

 アシストハローワークでございますが、前回、審議会時の報告からさらに集計を受けて

おりまして、最近では緊急雇用創出等の臨時対策基金事業県自治体も実施しております基

金事業でありますけれども、こちらからも離職者に向けたアシストハローワークなどを各

振興局別に行うといった取り組みも行っております。  

 今後も関係機関と連携を図りつつ、離職者、離職を余儀なくされた方への自立促進に努

めてまいりたいと考えております。また、助成金の統合等の見直しが実施される予定があ

りますので、その周知と利用促進に努めてまいりたいと思っているところです。  

 次に４の（２）若年者雇用対策の推進とあります。  

 まず、新規学卒者に対する就職支援とありますが、高卒者につきましては、前回の審議

会でも申しましたが、今年度は県内求人数が大きく増加しているところであります。しか

しながら、新卒者が多く就職する製造業の求人は多くありません。ただ内定者におきまし

ては、県内については８５人の増加でありますが、県外の状況が厳しくなっております。

業務運営目標に掲げております新規高卒者の県内就職割合でございますけれども６３．

９％、目標のクリアについては困難であるものの、前年度比と比べまして大きく上回って

いる状況でございます。  

 なお、内定率につきましてはグラフにありますとおり９０．３％、昨年を０．９ポイン

ト下回っておりますが、昨年の数字を除きますとリーマンショックの影響を受ける前の平

成２０年３月卒以来の高い水準ありますので、高卒者の就職状況については、総じて安定

しているものと考えているところであります。  

 現在、未内定者に対する集中支援としまして、各ハローワークに支援コーナーを設置し
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ているほか、ハローワークプラザの開庁延長等を実施しております。今後も県が各校に配

置しております就職支援員とも連携しつつ、未内定者に対しジョブサポーター担当者制に

よるきめ細かな支援、個別な求人開拓といった取り組みも行ってまいりたいと考えている

ところです。  

 次に大卒につきましては、前回の審議会でも申しましたが、昨年度から大学等において

オンサイトでのジョブサポーターの出張相談を実施しておりまして、今年度も継続してお

るところです。  

 数字で言いますと、内定者数、内定率ともに昨年を上回っておりまして、内定率につき

ましては８１．０％ということで、調査を開始した平成１３年３月卒以降最も高い数値と

なっております。  

 次に４の（３）次のページに移りたいと思っております。子育て女性に対する雇用対策

の推進でございます。  

 こちらにつきましては、子供を連れて来所しやすい環境を整えた施設であります「マザ

ーズコーナー秋田」、「マザーズコーナー横手」におきまして、担当者制による職業相談、

それから保育所等の情報提供を行っておりますが、今年度は重点かつ支援対象者数４６９

人と昨年を若干下回っております。就職率は８２．９％と目標を下回ってはいるものの、

昨年から比べますと６ポイント上昇しているところであります。引き続きコーナーの利用

促進と就職率の向上に努めてまいりたいと考えているところです。  

 次に４の（４）高年齢者雇用対策推進であります。  

 今年度の雇用状況報告、６１（ロクイチ）報告と呼んでいますけれども、６月１日付け

の数字でありますけれども、秋田県の６５歳までの希望者全員が働ける企業割合につきま

しては、６１．２％に達しておりまして、雇用確保措置の未導入企業数の２３社と昨年を

大幅に下回っているところです。ちなみにこの６１．２％というのは、全国で最も高い水

準となっております。  

 改正高年齢者雇用安定法につきましては、昨年８月に成立しまして、これにより原則と

して６５歳までの継続雇用制度の対象者を希望者全員とする経過措置が取られたところで

あります。労働局としましては、未導入企業２３社への指導を強化するとともに、今年度

の委託事業であります希望者全員６５歳雇用確保達成事業を委託しておりますフィデア総

合研究所と連携し、改正法の施行により来年度未導入企業となる企業に対しまして、啓発

指導を続けていくところであります。  
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 時間の関係がありますので、ちょっと先にとばさせていただきます。  

 ４の（５）のところに移りたいと思います。障害者雇用対策の推進であります。  

 まずハローワークによります障害者の就職件数でありますが、昨年に引き続き大幅に増

加して４８５件ということで、すでに目標に到達しているところであります。しかしなが

ら、障害者雇用率達成企業割合によりますと、これも６１（ロクイチ）報告ということで、

昨年の６月１日時点の数値でありますが、５１．３％ということで、昨年を０．５ポイン

ト上回ってはおりますが目標値には達していないということです。  

 また秋田県の雇用率につきましては、全国で最下位となっておりまして、さらに来年度

法定雇用率が引き上げられますので、民間企業については２．０％ということになってき

ます。このため、県や関係機関と連携しまして、障害者雇用支援プロジェクトを設置しま

して、障害者の雇用者職域拡大、それから求人提出に係る経済団体への要請、それから障

害者雇用支援セミナーの開催、ハローワークによる事業主への指導強化といった取り組み

を行っていたところでございます。今年度のプロジェクトによる連携のもと事業主への指

導との取り組みを地道に行いつつ、雇用率の着実な向上を図りたいと思っているところで

ございます。  

 次のページの方に移りたいと思います。  

 ４の（７）の就職支援対策でございますが、この項目はハローワークの基本的業務に関

わるものでありまして、業務運営目標にあります常用新規就職率、雇用保険受給者早期再

就職割合、常用新規求人充足率については、目標管理の基本項目となっておりましており

まして、この目標管理による活発な議論を通じて、ハローワークに機能強化を図っている

という取り組みを行っているところです。  

 これら３項目について今年度の目標を見ていきますと、常用新規就職率と早期再就職割

合については目標を超えているところに至りますけれども、常用新規求人充足率につきま

しては、新規求職者の減少している中で求人数が増加しておりますので、目標達成はなか

なか困難な状況になっているとおりです。  

 今後の課題としましては、正社員求人といった、求職者のニーズの高い求人の確保を取

り入れるなど、求人充足への取り組みを進めるとともに、このほかに求人情報記載の内容

の充実であるとか、充足の可能性の高い求人に対する条件緩和指導など、未充足求人への

積極的なフォローアップといったものを進めていくところであります。  

 さらに、求人条件の設定にあたって提案方式による支援サービスを強化するということ
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などが今後の課題であると考えているところです。  

 次に職業訓練の関係でありますけれども、雇用保険の受給のできない求職者に無料の職

業紹介と生活給付を行い、早期の就職を支援するための制度であります求職者支援制度に

つきましては、前回の審議会でも報告しておりますが、求職者が減少傾向にありまして、

また訓練受講よりも就職を目指す求職者が多くなっているといった傾向がみられることか

ら、訓練コースについては、定員に満たない状況が続いております。一方で訓練終了３カ

月後の就職率につきましては、目標値が基礎コースで６０％、実践コースで７０％となっ

ておりますが、いずれも目標を上回っているところです。  

 今後の課題としては、訓練ニーズに即した訓練設定を行うことや、訓練受講が必要な求

職者への積極的な受講勧奨を努めることが課題となっているところです。  

 以上、運営実績でございまして、次に、来年度の運営方針になります。  

 資料Ｎｏ．６の５ページ以降になります。最初に、職業紹介業務の充実強化とありまし

て、こちらは先ほど申しましたハローワークの基本的業務に関する項目でありまして、課

題としては、求人企業向けのサービス向上を図ることが必要と思っているところです。  

 （２）の重層的なセーフティーネットの構築につきましては、来年度、自治体と連携し

た生活保護受給者等への就労支援が重要課題とされておりまして、具体的には福祉事務所

などに就職支援ナビゲーターを派遣し、オンサイトでの就労支援を行うということを考え

ているところです。  

 （３）若年者雇用対策につきましては、まず引き続き、ジョブサポーターが大学等で出

張相談を行う等の取り組みを行ってまいりますが、新たな取り組みとしましては、一定の

労働管理体制が整備されて、若者の採用・育成に積極的な企業を「若者応援企業」として

積極的にＰＲし、マッチングの向上を図る「若者を応援企業」宣言事業といったのを実施

していきたいとこのように思っております。このほかに、局長の挨拶にもありましたが「若

者チャレンジ奨励金」というものが新たに実施されるものです。  

 一つ飛ばして次に、（５）障害者雇用対策の推進とありますが、これにつきましては引き

続きプロジェクトによる連携のもと、事業主指導などの取組を地道に行いつつ雇用率の着

実な向上を図っていきたいと考えているところです。  

 それから（６）非正規雇用対策の推進とありますけれども、厚生労働省では今年１月に

「有期契約労働者等のキャリアアップガイドライン」といったものを策定しておりますが、

これは事業主の方に非正規雇用者のキャリアアップのための体制を整備するよう促してい
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るところであります。このガイドラインに沿いまして、キャリアアップ計画を策定し、労

働局の承認を受けた事業主向けの新たな助成金としまして、平成２５年度本予算成立後に

新しいキャリアアップ助成金といったものが実施されることとなっております。  

 このほか、子育ての女性への雇用対策を引き続き実施することとしております。  

 次に６ページの方に、職業能力開発行政の重点施策とありますけれども、そちらについ

ては求職者支援制度、これは労働局が主体となって行っておりますが、これのみならず、

県や高齢障害者求職者支援機構が実施しております公共職業訓練につきましても、運営人

数に即した運営設定を行えるように連携を努めるとともに、訓練終了後の就職支援をしっ

かり行い、目標達成を目指したいということを掲げたものです。  

 私からは以上になります。  

○佐藤雇用均等室長  

 雇用均等室長の佐藤でございます。それでは私から雇用均等行政の取り組み状況と運営

方針（案）についてご説明させていただきます。  

 お手元の資料Ｎｏ．４の８ページをご覧ください。真ん中、「男女がともに公正な労働条

件も下で多様な働き方を選択できる社会の実現」でございます。  

 １番目としまして、男女の均等な機会と待遇の確保対策といたしまして、まずは①の均

等法の実効性の確保でございます。これは個別企業を訪問させていただきまして、男女の

均等な雇用管理がなされているか、そしてセクハラ防止対策、母性健康管理、ポジティブ・

アクション等について助言をいたしました。訪問事業所数は全部で１２４件、助言件数は

３２９件、是正率は１００％となっております。  

 次に均等法に係る均等室への相談でございますけれども、相談件数１５６件ございまし

た。内容ですけれども、多い内容としましては、「妊娠等を理由とする不利益取扱い」が２

１件、「セクハラ」についての相談が７２件ということになっております。  

 次に②番でございます。ポジティブ・アクションの取り組み促進でございます。昨年の

６月から全国的に一斉に取り組みを始めました「女性の活躍促進・企業活性化推進営業大

作戦」によりまして、秋田でも１４件の県内企業を局長が訪問いたしまして直接、社長、

人事部長にお会いして、ポジティブ・アクションの取り組みを働きかけたところでござい

ます。  

 次のページ９ページをご覧ください。  

 ２番目としまして、職業生活と家庭生活の両立支援対策でございます。まずは改正育児・
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介護休業法の確実な履行ということで、今年度は健康安全課主催の小売業、社会福祉施設、

建設業に対する集団指導の中で、私ども均等室の説明時間も取りまして、改正育児・介護

休業法についての説明を１９回実施したところでございます。そしてさらには、個別企業

を訪問いたしまして、育児・介護休業規定の整備指導を行いました。訪問事業所数は１０

５件でございます。助言件数４９８件、是正率は９６．８％になっております。  

 秋田県内の育児休暇の所得率でございますが、上の囲み部分をちょっと見ていただきま

すと、女性が９１．７％、平成２４年度ですね、それに対しまして、男性の育児休業取得

率は１．７％ということで、目標の５％には届きませんでした。来年度も県と連携を図り

ながら、取得促進に取り組みます。今日の資料の一番後ろにピンク色のパンフレットをお

付けしてございますけれども、男性の育児休業を促進するために、秋田労働局として独自

で作成したパンフレットでございます。これにつきまして年末に県内の保育所を通じて、

そしてまた母子手帳を受け取るお母さんたちの手もとに渡るように各市町村を通じて配布

したところでございます。  

 次に③の次世代育成支援対策の推進でございます。一般事業主行動計画の届出につきま

しては、義務企業につきましては１００％の届出をいただいております。行動計画の目標

を達成した企業に対するくるみん認定は、今年度で７企業になりました。来年度はこのく

るみん認定をさらに増やすための取り組みをしてまいりたいというふうに思っております。 

 次に３番目としまして、パートタイム労働者の働き・貢献に見合った公正な待遇確保対

策の推進でございます。まず１番目としまして、パートタイム労働法に基づく適切な指導

でございます。個別企業を訪問いたしまして、正社員とパートの均衡待遇、そしてパート

から正社員へ転換する制度等について助言をしたところでございます。訪問事業所数は８

８件でございます。助言件数は１７４件、是正率１００％というところです。  

 次②番としまして、均衡待遇に取り組む事業主の支援としましては、事業主に対する奨

励金の支給ですとか、パート法に基づいた雇用管理を実施しているかどうか自分で確認を

するという自主点検事業を実施いたしたところでございます。  

 それでは続きまして、平成２５年度の運営方針（案）でございます。お手元の資料Ｎｏ．

６の６ページをご覧ください。真ん中の雇用均等行政の重点施策でございます。  

 １番目の「男女の均等の機会と待遇の確保対策」でございます。目標としまして、ポジ

ティブアクション取り組み促進の訪問企業のうち６０％から取り組む旨の回答をいただく

ということを目標にしておりました。それともう１つの目標は、紛争解決援助制度の積極
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的な運用でございます。これはポジティブ・アクションの訪問企業への適切なフォロー、

そして相談者には懇切丁寧な対応で紛争解決援助制度を利用していただいて迅速な解決を

図るということを進めてまいります。  

 ２番目の、職業生活と家庭生活の両立支援対策でございますが、目標としまして、１つ

目、育児・介護休業規定の整備事業における是正率１００％を目指すということと、あと

は、くるみんマークの取得企業数、前年度は３企業でございましたので、その前年度以上

の企業のくるみんマークを取得促進を努めてまいりたいというふうに思っております。  

 ３番目でございますが、パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保対策でございます。

こちらにつきましても訪問事業所におけるパート法是正率１００％を目指したいというふ

うに思っています。そのためには、やはり具体的な雇用管理のアドバイスや自主点検を行

って、事業主自らがパートタイム労働者の雇用管理の改善に取り組むように指導を行って

まいりたいというふうに考えております。  

 以上、３点でございました。雇用均等行政の説明については終わります。  

○池村会長  

 ありがとうございました。ただいまの説明について、ご質問、ご意見等がおありかと思

いますが、次の議事（４）の説明をしていただいた後で、ご質問、ご意見等をお受けした

いと思いますのでご協力願います。  

 それでは、続きまして議事（４）平成２５年度秋田労働局雇用施策実施方針（案）につ

いて、事務局よりご説明お願いします。  

○渡邉職業安定部長  

 それでは説明させていただきます。  

 最初に、雇用施策実施方針につきまして、この行政運営方針と別に定めるといった理由

について若干説明させていただきます。雇用施策実施方針につきましては、雇用対策法施

行規則第１３条の規定によりまして、労働局長が都道府県知事の意見を聞いた上で定める

といったことがありまして、平成２０年度から毎年定めているところでございます。内容

につきましては、現在、県の方とは調整中でありまして、さらに盛り込むべき施策があれ

ば今後追加される可能性がありますので、ご理解いただければと思います。具体的な内容

につきましては、資料ＮＯ．７をご覧いただきたいと思いますが、今年度より県との連携

施策のみを重点的に取り上げた簡素な様式となりまして、雇用の維持・創出・離職者対策・

新規学卒者の就職支援・Ａターン就職の促進・障害者の就職促進という４項目に整理し取
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りまとめております。  

 また、内容につきましては、先ほど説明しました行政運営方針と概ね重なっております

が、労働局が実施する業務、それから県が実施する業務もそれぞれ明確化し、行政運営方

針との差別化を図っているところでございます。  

 なお、ここの項目につきましては、先ほど行政運営方針の内容と重なりますので、説明

は省略させていただきたいと思います。  

 私からは以上です。  

○池村会長  

 はい。以上の説明事務局から説明がありました議事の（３）、（４）につきまして、これ

からご質問・ご意見等をいただきたいと存じます。委員の皆様から率直な意見をいただき

たいと存じます。  

 はい、瀧澤委員。  

○瀧澤委員  

 瀧澤でございます。まず秋田労働局様におかれましてはですね、大変広範な業務でござ

いまして、また一定の成果を上げられ２５年度につきましても、確実な計画を立てて進め

られているということに対しまして、誠に敬意を表したいと存じます。  

 私の方からはですね、意見と言いますか、中小企業の悲鳴と言いますか、ちょっと１つ

だけ言わせていただきたいんですけれども、冒頭、局長のご挨拶にございましたように、

現況、大変製造業、特に中小製造業が厳しい状況になってきております。アベノミクスで

円安になりました。それで公共事業が取れるという見通しでございますけれども、足元の

大変厳しい状況でございます。特に海外の方も見ましても、アフリカ・中国・ＥＵ・チャ

イナ、中国ですね、インド・ブラジルもまだないという状況でございまして、足元が大変

厳しい。どうもこのまま行きますと、円安の影響、製造の方にくる前にマイナスの影響が

先に行くのかなという感じがしてしょうがないわけであります。円安によりまして企業の

利益は増えておりますが、生産が増えたと言う利益ではございませんので、そういった意

味でもなかなか足元が厳しいことがあるわけでございますけれども、ただそう言いながら、

やっぱり将来に対する期待もございますので、そういったことも今、じりじりしながら待

っているという状況でございますが、その中でやはり企業にとりましては人件費と言いま

すか、そういった項目が一番大きな課題でございます。若年者の雇用対策、高年齢者の雇

用対策、障害者の雇用対策、非正規労働者の雇用対策ということで、大変それぞれの個々
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の政策は大変よくわかります。こういったことは必要だとよく理解できるんですが、いざ

こうやってですね、全部揃って見ますとなかなかこの企業にとっては負担が重いなという

印象もままならないわけでございまして、現況ですね、なかなか売り上げが取れないとい

うことで、こういった施策の実施によりまして、どうしてもやっぱり一時的には人件費の

増加ということが起こってまいります。どうしても企業の場合、社員数というのは売り上

げ生産に応じたかたちでの本来の姿でございますので、そういったところが追いつかない

中で、一方的にこの人件費が増えてくるという状況はですね、かなり厳しいというふうに

感じておりますので、当然こういった施策というのは進めなければいけないことは理解で

きます。特に６５歳までの希望者全員という、今までの段階的になってきましたけれども、

いざ４月からということになってやはり、次の新卒採用とのバランスをどうしようかとい

うことで、やっぱりどうしても悩まざるを得ないということになった経緯ありますので、

そういった点を是非ご理解いただきまして、総合的な見地から企業等へのご支援をよろし

くお願いしたいというふうに考えているところでございます。  

 それからもう１点ですね、今朝の日経新聞の第一面に「成長産業と転職支援」というこ

とで記事が載っておりました。これの中を見ますと、雇用維持ということから転換をして

雇用維持ではなくて、むしろ成長するところに人を集めて行きましょうということだと思

います。この中で「雇用調整の助成金を縮小する」という項目が出ておりましてですね、

実際にこういったことになればですね、企業にとりましては売り上げが増えない中、今ま

で受けた助成も受けられずにこれを維持しなければならないということになってくるとな

るとですね、やはりこれは相当な負担になってこざるを得ないということでございますの

で、ちょっと今日の記事ですのでどういったところまで中身があるのかはよくわかりませ

んけれども、もしかしたらそういった点から、記事に関して何か情報があれば教えていた

だきたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。  

 以上でございます。  

○池村会長  

 ただいま、瀧澤委員のご質問、ご意見がございました。関連する質問があればお願いい

たします。  

 では、事務局。  

○渡邉職業安定部長  

 私の方からは雇調金の関係についてご説明させていただきます。この雇用調整助成金に
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つきましては、昨年の１０月及び今年の４月に向けて支給要件、支給水準等の見直しが行

われることとなっておりまして、これにつきましては、リーマンショック時のように危機

的な状況からすれば雇用情勢が安定してきていると、それから、雇用保険財政面でも制約

が生じてきていることといった理由から、原則の支給に徐々にならしていくといった方針

に沿ったものでないかと考えているところです。具体的な見直しにつきましては、説明が

長くなりますので、また、機会がありましたら資料を提出したいと思いますけれども、秋

田労働局としましては、新しい支給要件等を踏まえまして、引き続き助成金の活用につい

ては促進を図ってまいりたいと考えておりますけれども、あわせて地域からの意見・要望

につきましては、様々な機会を通じまして本省ともに伝えてまいりたいと考えているとこ

ろでございます。  

○池村会長  

 新聞報道については？  

○渡邉力業安定部長  

 ちょっと新聞報道については具体的に見てはおりませんが、事実として雇用調整助成金

については４月から支給要件の見直しがあるということは伝えて聞いております。  

○池村会長  

 瀧澤委員よろしいでしょうか。  

○瀧澤委員  

 わかりました。  

○池村会長  

 それでは、その他ございませんでしょうか。  

 はい、高野委員  

○高野委員  

 個別労働関係紛争について、要請です。２５年度運営方針野の概要版の最後のページ、

先ほど部長からご説明ございましたけれども、２５年度の施策の一番最後の「関係機関と

の連携の強化」と謳ってありますのでが、そういう方向で進むと思いますけれども、先ほ

ど局長からのご挨拶にもありましたとおり、円安と言うことで、若干ムードが良くなって

はきているんですけれども、中小企業あるいは地方でそういった恩恵が及ぶのかどうか、

また仮にそうだとしても相当時間を要すると思いますので、先ほど瀧澤委員からもありま

したけれども、コストの嵩む方が先にくるのではという懸念がありますし、それから中小
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企業の金融の安定の法律も今月限りで終了するという、その懸念もあるわけですけれども、

それについてはいろんな金融機関でそれなりの対応が前からしているようでございますけ

れども、非常に厳しい状況が続いておりますので、今後も個別労働関係紛争の案件という

のは増えてくることも懸念されるのではないかなというふうに思います。労働局あるいは

監督署の窓口で受け付けるものと、例えば社会保険労務士会とか、県の労働委員会の方で

対応するものとは内容はかなり違ったものがあるとは思いますけれども、この前、県の労

働委員会の湊会長の談話が新聞に載っておりましたけれども、案件そのものは２４年度に

限っておりますと個別の案件に関しては非常に少ないというようなことがありましたので、

社会保険労務士会の方はちょっとわかりませんけれども、是非、関係機関ですね、連携を

強化しながら対応するようにということで、これひとつ要請でございます。  

 以上でございます。  

○池村会長  

 それではただいまの、総務部長お願いします。  

○大野総務部長  

 大変厳しい雇用失業情勢を受けての、高野委員からのご要請だと承りました。そのお話

しにつきましては、我々も引続き関係機関と連携、例年ですね、そういった法テラスさん

ですとか、労働委員会さん、それから県などの相談コーナーを持つ機関と関係を持ちつつ、

一同に介して相談をさせていただいて、相談と言いますか現状協議し合っております。ま

た、経済団体様、あるいは労働組合様ともそういったご相談をさせていただきつつ、この

労働相談対応を進めさせていただいております。  

 個別の案件につきましては、従来からですね、緊密にと言いますか、やりとりはさせて

いてだいているところでございます。引き続きですね、県内の厳しい雇用失業情勢の中で

の労働不安への対策として、適切に対応していきたいとそういうふうに考えております。  

○池村会長  

 倉部委員、よろしくお願いいたします。  

○倉部委員  

 倉部でございます。よろしくお願いいたします。今の関連しての質問ですが、個別労働

紛争解決支援セミナーとありますが、これは年に１回の開催でしょうか、それからセミナ

ーに参加する、昨年は１４９名と書かれておりますけれども、参加している方の構成です

ね、使用者側の方か、あるいは労働者・個別なのか、そこら辺の割り振り、どういうふう
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な割合になっているのかというふうなことと、具体的にはどういうセミナーの場所ですね、

受けた方々からいろいろ質問とか、そういうのが出るんでしょうかというあたり、ちょっ

とお聞きしたいなと。  

 それから、今後こういった中から各機関いろいろあるわけですけれども、そこに対する

そのいろんな情報を、そういったものをやられているのか、やっているとすれば、どの程

度の形でやっているのかというふうな、言いたいのはそこら辺の生のところをきちっと拾

い上げてもらって、各関係機関と連絡を取りながら事前に揃えたものを対応するという体

制を整えた方が良いのでないかなと。そういう横断的な、そういった体制に、なっている

のかな。あるいは、その、なっていないとすれば今後やってゆくべきではないかという意

見を含めての質問でございます。  

○池村会長  

 はい、事務局。  

○大野部長  

 労働解決支援セミナーにつきましては、昨年１１月７日、秋田のテルサの方で、こちら

につきましては、ご意見の通り年１回の開催でした。また参加につきましては、企業さん

の方に対してですね、冒頭先ほどの説明でも申し上げました通り、だいたい１，２５０社

企業さん、あるいは１５０程度の関係機関・団体に周知広報をお願いした次第でして、そ

ちらからセミナーへのご参加いただける方が来られているということから、セミナーの詳

細についてはですね、使用者側なのか労働者側なのかっていうのは把握していないですけ

れども、恐らくそういう状態を踏まえると、使用者側の方が比率としては高いのではない

かというふうに思っております。  

 今回はですね、労働契約法あるいはパワーハラスメントといったことが、かなり社会的

にも大きく取り上げられた状況でございましたので、そういったことをメインテーマとし

て、弁護士の先生ですとか、こちらからセミナー形式でご案内するという形式で進めさせ

ていただいたというふうな状況です。双方向というご指摘だというふうには思いますけれ

ども、ご指摘の点を踏まえて次年度以降のですね、開催に繋げてまいりたいと思っている

ところです。  

○池村会長  

 個別労働関係紛争については、私も関わりがございますので、ちょっと関連してご質問

させていただきますが、２５年度７ページでは指導助言の方はよろしんですが、あっせん
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２カ月以内終了率を９０％以上というふうに設定しておられるんですが、実態は何％、ど

の程度なのかということと、どういう措置を講ずることを想定していらっしゃるかという

ことについてお伺いいたします。  

○大野部長  

 助言指導につきましては、平成２４年度は多分まだ全てではないと思いますが、概ね１

カ月以内の完結になっております。  

 あっせんにつきましては２カ月以内、これは現状では８８％程度ということで、若干、

次年度の目標には、現状では至ってないというような状況です。  

 完結についてのというご指摘でしたけれども、基本的にはですね、最終的にはその和解

と言いますか、そういった方法が望ましいわけですけれども、正直なところ今回参加する

数というのが、若干低下してきているというのも正直なところでして、その部分について

は、被申出人の方に対して、今後また懇切丁寧に、制度の迅速ですとか、簡易、非公開と

いった主旨をご説明申し上げて、この制度の参加を一層呼び掛けたいと思っております。  

○池村会長  

 ありがとうございました。一点だけ、私も関わっておりまして、秋田労働局の場合には

あっせんの成立率が非常に高いわけです、その理由はいくつかあるんでしょうけれども、

１つには紛争調整官をはじめ、職員の皆さんが当事者の意見をあっせん以前の段階で十分

に聴取しておられるというところがあるだろうと思います。すなわち、あっせんの場にな

りますと、もう当事者、それからあっせん委員についても、争点の明確化ということが相

当程度図られていて、一体的解決に馴染みやすい状況になっているというところがあると

思います。ですからそこら辺の十分な意見聴取手続等は従来通り実施していただければ幸

いだということです。簡易・迅速な手続きというＡＤＲの性格からみて簡略化してしまう

ということがあると、あまりいい結果を生まないかなという感想でございます。よろしく

お願いいたします。  

○大野部長  

 先生、日頃、労働紛争に関しましてご指導いただきまして大変感謝しております。今い

ただいたお話はですね、非常に我々としても心強いと言いますか、方向性は間違っていな

かったのかなということで、従来のですね、出向くと言いますか、現地に赴いてご本人の

お話しを聴取させていただくなど、進めさせていただいているところですので、引き続き

そういう簡易・迅速といったそのメリットは持ちつつも、丁寧さということを最大限に、
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この制度のメリットということで活かしてまいりたいと思います。  

 どうもありがとうございました。  

○池村会長  

 では適切なご対応をお願いします。  

 その他、ありますでしょうか。  

 前回の会議で説明が長うございましたので、私の方からもう少し議論をする時間を取れ

るようにということで、簡潔な説明をお願いしたいと思います。その通り実行していただ

きましたので活発なご議論をと思っております。  

 はい、手をあげてどうぞ。  

○倉部委員  

 先ほどの説明を聞きましてですね、障害者の雇用率の達成企業割合が全国でワーストワ

ンだというそういう説明でしたよね。実態はどういうカウントの仕方をしているのか、障

害者といってもいろんな方がいると思うんですが、いわば在宅で、家にいながら仕事がで

きるというような方はカウントされているのか。その辺を。それから今後そういう方を増

やしていくという施策があるのかですね。そういう、これは企業側でしょうけれども、企

業側でそういう方をもとめている調査とか、そういうものをどんどんですね、カウントし

て進めていくというような、そういうことはお考えなっているのか。あるいは実際、今や

っているのか、そのへんをお伺いしたいと。まず、全国ワーストワンという汚名は是非、

返上するというふうな方向に持っていくというのが大事なことだというふうに考えて質問

しました。  

○大野総務部長  

 私の方からは全般と言いますか、ちょっとご説明させていただきます。障害者のですね、

就労に関しましては在宅就労というのは非常に有益だと言われていまして、厚生労働省の、

各種委託事業で在宅就労に対する支援、委託というものを進めているところでございます。

なかなか外に出られない方ですね、その通勤といったものが困難というような事情がある

というふうに聞いておりますので、今後進められていくのではないかというふうに考えて

おるところです。ご質問ありました件については、安定部長からご回答させていただくと

思いますが、確か在宅というのは雇用関係ではないのかということから、恐らく雇用率に

は該当しないのではないのかと思います。何か補足があれば・・・。  

○渡邉職業安定部長  
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 すみません。後半質問がちょっと聞き取れなかったので、すみません、もう一度お願い

したいと思います。  

○倉部委員  

 要するに、障害者の程度もいろいろあると思うんですけれども、要するに今、総務部長

さんがおっしゃったように、なかなか通勤ができないと。でも雇用関係は保ちながら在宅

でやれるという、そういう就職の仕方というか方法、今もあるんでしょうけれどもおそら

く増えていくんではないかと。だけれど、そこら辺のカウントの仕方ですね、今そういう

のは入ってないよというようなところを教えてもらいたいということが、まず一つですね。 

○渡邉職業安定部長  

 先ほど、総務部長からお話しがあったように、在宅については雇用ではありませんので、

障害者雇用リストの中には入ってこないということになります。それから様々な福祉就労

で働いている方もいるんですけれども、こういったものは一般雇用と異なり、入ってこな

いということになりますので、雇用率を高めるための一つの施策としては、例えば福祉就

労で働いている方を一般就労にいかにもっていくかといったような取り組みも特に重要な

取り組みになっているのかなというところでございます。  

○倉部委員  

 ということは、裏を返すと在宅で、通勤できない方は就職できないというそういう世界

なんですか。  

○渡邉職業安定部長  

 そうですね、雇用率という観点ではカウントされないということになってきます。  

○倉部委員  

 雇用率ですね。  

○渡邉職業安定部長  

 ですので、一般雇用ができる障害者をいかに一般雇用に向けて就職支援をしていくかと

いうことが、取り組みの課題となっているということでございます。  

○池村会長  

 じゃあ、その他。はい、清野委員どうぞ。  

○清野委員  

 連合秋田の清野であります。復興支援の関係を第１項目のところに雇用対策というよう

にあげております。まず実態の把握はわかるんですけれども、避難者が減少し、それに伴
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って求職者が減っているのはわかるんですけれども、実際データ上、１月末現在で５０人

という数字が本当にこの人数しかいないのかと、見えてこないというのがひとつ感じたと

ころであります。就職件数も書いてありますから去年の、一昨年の４月から考えますと、

そういう状況にはなっているんでしょうけれども、その辺が実態として本当にそうなって

いるのかということ。また隣県の状況は聞いておりますけれども、秋田としては避難者も

だいぶ縮小しているということがあるんですけれども、この辺をどういうふうに考えてい

るのかがまず１つ目なんですけれども。  

 もう１つ目は、前回も審議会の中で話をされていただきました。先ほどありました個別

労使紛争に発展する前にコンプライアンスについてチェックをするということで、非常に

去年のチェックテキスト、うちとしても活用させていただきましたし、これは労使におい

てもチェックをすると、共用することが展開できたということで思っています。労働組合

のあるところは、労使においてこういうチェックをすることができるんですけれども、実

際は労働組合がない、または数人しかいない企業等で実態はどうなっているのかと労使の

中で確認する、ある意味においてはそれ残業を含めて３６協定、労働者代表選任の関係も

あるわけですから、とはいえ手続き上の問題として１０人未満のところは、規約を含めて

出さなくてもいいという状況になるんで、これもう少し広げて広報を含めてすることがで

きないのか、今一度検討していただければなというふうに思います。よろしくお願いしま

す。  

○池村会長  

 はい、事務局。  

○渡邉職業安定部長  

 それでは最初に、震災避難者への関係のお話しのご質問に答えさせていただきたいと思

いますが、こちらにつきましては、一昨年の１１月の審議会のときに、同じ質問、同じと

言いますか震災避難者への支援の質問をいただきまして、自治体と連携しまして避難所等

にですね、ハローワークの活用を促すようなチラシを配付するといった回答をさせていた

だきまして、実際そのような取り組みを行ったところです。その結果を見ましても、一昨

年の１１月、１２月にややハローワークへの求職者が増えておりますけれども、それほど

大きくは増えない状況で、更に今年度次第に減ってきているといったところですので、実

態としてそうなのかという、そこまで把握できるかなかなか難しい面もありますけれども、

ハローワークとして精一杯把握した限りでは、やはりこのような実態なのではないかとい
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うふうに判断せざるを得ないのではないかと思っているところです。やはり求職者につい

てもう既に５０人ということですので、今後の対策としては、マクロ的に大掛りな対策を

するというよりは、個別支援に入ってきているのではないかと思っておりまして、やはり

震災特別相談窓口での担当者制の支援であるとか、あるいは生活面で困難を抱えている方

には、仕事ストレスチェック相談室っていうのを予約制でハローワークに設けております

ので、そういった形で個別の求職者に対しまして支援を行っていって就職支援に繋げてい

くということが重要なのではないかと、私ども考えております。  

○大野総務部長  

 あわせまして、コンプライアンス・チェックテキストについてです。現在、改訂版を作

成しているところでして、非常に労使トラブルですね、未然防止のためということで重要

であり、かつ好評であるというふうに聞いております。昨年と言いますか、今年度３，４

００程度作成したところです。広く周知させていただいているところでございます。当然、

労使共に、こういった労働法制についてご理解をいただくというのが重要だと思っており

ます。主要な労働組合さん等上部団体の方に、改訂版ができ次第お持ちして、そちらの方

で、お願いできればというふうに考えている次第です。  

○池村会長  

 連合さん、協力要請がございましたが。  

○池村会長  

 よろしいでしょうか。それでは他にございませんでしょうか。  

 ご意見をお出しいただくまでの繋ぎとして、1 点だけ私の質問をさせていただきます。

２４年度実績、２５年度のこの方針というのは、それは別として、行政運営のスタイルの

問題なんですけれども、２４年度実績の３ページの中に先ほど課題の下の方のところにで

すが、「あきた働き方改革プラン」というものが登場します。「残された課題」というふう

な表現も見られるわけですが、この「あきた働き方改革プラン」の瀧澤委員もおられます

けれども、２１年であったと思います。私も少し携わらせていただきましたが、今年度ま

での計画であったはずでございます。当時の、薄っすらとしか記憶はありませんけれども、

有効求人倍率も０．３いくつ位だというふうに、なかなかその成果というか、数値目標達

成っていうのも困難を極めたということはがあるわけでしょうが、ただせっかく作った行

政計画で、その実績報告というのは資料一応まとめられるんだろうというふうには拝察を

していますけれども、その見込みと、ではその後は単年度と言いましょうか、年度計画オ
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ンリーでいくのか、それともまた中期計画的なものを作成するというふうな方針でおられ

るのか。そういう行政運営のスタイル、あるいは見込みについて何か一つでも聞かせてい

ただければと思います。  

○大野部長  

 秋田働き方改革プランにつきまして、今、委員にご指摘いただきました通り、平成２１

年当時、リーマンショック等で、策定をいただいたと。当時、円高あるいは激しい経済情

勢があったということで、こういった５年後の計画を策定いただいたという経緯があると

いうふうに聞いています。その後ですね、個別の案件と言いますか、経済情勢等を踏まえ

たかたちで、その一定程度今回はテーマとしては上げませんでしたが、コンプライアンス・

チェックテキストのような、そういったところに、個々のものについて事前に、防止して

いくというような形で考え方を、厳選させていただいたというような経緯がございます。

個々の達成具合については、中身についてはちょっと申し上げることではないんですけれ

ども、６５歳の継続雇用割合ですとか、障害者雇用率ですとか、年次有給休暇の取得割合

とか、達成できた物、達成できなかったものとあります。当然残された課題というのは今

後ですね、あるわけですけれども、現在のところ、そういった今申し上げたような個々の

コンプライアンス的なものに軸足を置いてきたということで、現時点では、その５年後の

ようなものを策定するという計画はないということで、もし経済情勢等変更あり次第、ま

たこういったご審議させていただけたらというふうに考えております。  

池村会長  

 特に問題があるわけではなくって、一応作った計画というものに基づいてＰＤＣＡサイ

クルを回していこうと、そういう方針であったわけです。そのチェックの部分をしっかり

おやりにならなければいけないんじゃないかなというところと、その後のアクションへの

繋げ方ですね、それはそれぞれの年度の計画でもよかろうし、また中期計画をお作りにな

るということもありえないわけではない。前者の方を今考えられるということであります

ので、それはそれで良かろうと思います。  

 さて、繋ぎの話をさせていただきましたので何か意見を。  

 はい、黒崎委員どうぞ。  

○黒崎委員  

 はい。１点お聞きしたい点と、１つは両方ということでお話をさせていただきたいと思

います。高齢者の雇用対策の推進の中で、先ほど６５歳以上まで働き続ける企業割合が全
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国１位というお話をいただきました。その背景的な部分でちょっとどうなのかなというこ

とで、お聞きしたいんですが、当然６０歳以上で定年以降６５歳までとなれば、労働条件、

賃金も現職よりは抑えるというようなことで６５歳まで働き続けられるといった制度にな

ろう、なるんだろうなと思います。新卒者、高校卒業ですとか大学卒業する新卒者を採用

するよりも、労働条件を下げて６５まで働かせる方が当然今までのスキルですとか、経験

があるから雇う方が企業としては有利だという点で、若い人を雇って人件費が上がるより

も、今の技術的な部分をそのまま引っ張るために６５歳までの人を雇うかと、そういった

ような背景的なものがあって、このような数字になっているのかなというふうなところを、

ちょっとどうなのかなというふうな疑問が残りました。  

 もう１点はですね、労働法制の改正などに伴って、資料Ｎｏ．３の１７ページの後段に

ありますように、この様々な労働法制の改正などについてリーフレットなどを活用して配

布をしているというふうなのは私どもも認識はしておりますけれども、なかなか労働条件

の明示が十分でない事業場が見られるというふうな課題がありますねというふうなことに

なっております。少し私どもが懸念しているのは、非正規労働者の皆さんの雇用期間１年

間ということで、雇用契約を更新しておる企業がございます。ただ、こういうような厳し

い雇用情勢の中で１年の雇用期間を３カ月間の雇用期間として、１年で４回更新するとい

うふうな動きがあるような企業があるというふうに聞いておりました。当然、今まで１年

の雇用期間であるというふうなことから、非正規の皆さんは安心して働き続けられている

んですが、３カ月となると雇い止めというふうな、労働不安というふうなのが想定される

のではないかなと考えております。様々そういった企業側としても雇用期間を短縮、労働

法制的にはそれを１年を５年ですとか、そういうふうな形に持っていこうというふうな動

きがあるのにも関わらず、なかなか厳しい雇用情勢の中では雇用期間を短縮するような、

そういった動きが見られるというふうな企業があるようにも聞いておりますので、是非と

もきちっとした、そういった労働法制の改正などについて、２５年度は更なる周知徹底を

お願いしたいなという要望でございます。  

池村会長  

 はい、じゃあどうぞ。  

○田口委員  

 私は高年齢者雇用の関係で、先ほど背景ということを黒崎委員からお話がありましたが、

業種としてはどこなのかなということが１つと、どうしても高齢者の方の労働災害が非常
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に多いという背景がございます。資料の２番の２２ページに「高年齢者の対策について」

ａとｂというところに記載がされておりまして、基本はどうしても自主管理が大切だとい

うことになると思うんですが、２２ページの２つ目のポツのところの、２段目のところに

「労働者自身が取り組むべき事項について」ということを情報提供すると記載されており

ますが、具体的に自主管理のひとつとして労働者自身が、特に高齢者の方が取り組むべき

事項とはどのようなことを確認されているか、その点についてよろしくお願いします。  

○池村会長  

 それでは、高年齢者雇用安定についてお願いします。  

○渡邉職業安定部長  

 それでは最初に高齢者の関係でお話させていただきます。秋田県のその６５歳まで希望

者全員が働ける割合が高い理由でありますけれども、これは背景としましては、やはり高

齢化が全国で最も進んでいるということもありますし、それから高卒者の県外就職割合が

高いということもありまして、高齢者の技能を積極的に活用したいという企業が多いので

はないかと。そういったその企業側の土壌が既にできあがっている中で、労働局、ハロー

ワークが企業に対しまして、希望者全員の継続雇用制度の整備を積極的に働きかけた結果

がこの全国１位というふうに繋がっていると考えているところでして、実際問題少しずつ

順位も上がっているところですので、そういった取り組みが繋がっているのではないかと

いうふうに考えております。委員がおっしゃいました若年者の雇用を抑制するために高齢

者を雇用しているのではないかということは、恐らくないだろうということを考えまして、

その理由としましては、１つはそのやはり団塊世代が大幅に今後６５歳を過ぎると言われ

ておりまして、その一方で若年者については少子化の影響で少なくなってくるということ

があります。それから秋田県の数字を見ましても、高卒・大卒全部含めまして高卒者・新

卒者の就職状況は非常に安定しておりますので、決して企業側はですね、若年者の雇用を

抑制するために高齢者を雇うといったことはないのではないかと考えているところです。  

 それから業種につきましては、ちょっと調べておりませんけれども、公表は数字として

は出していなくて、やはり少ない産業などもありますので、個々の企業の状況が見えてし

まう問題があるということで公表をしていない部分がありますが、業種的に見ましてもそ

れほどばらつきがあるという状況ではないというふうに思っております。ちょっと舌足ら

ずになりますけれども、部長の方から。  

○池村会長  
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 それから有期のさらに短縮のような状況につきましては。  

○菅原労働基準部長  

 ただいま、ご質問にございました高年齢労働者対策、実際に災害事例を見てまいりまし

ても、高年齢者は厳しい作業状況で、特に例えば一例をあげますと林業という非常に足下

の作業環境が良くないところでの災害がございますけれども、そういうところで熟年の方

が実際に事故災害に遭っており、県内でも災害が発生しております。やはりいろいろと見

てまいりますと、年配の方、非常に経験豊富な方が結果として加齢に伴なって、五感を含

め、または自分の身体的能力の衰えと言いますか、それと実際の労働環境のギャップ、自

分としてはこのくらいならできるだろうという現場で、、まあ大丈夫だという思いで、例え

ば筋力とか身体的能力が高いと思っている人はギャップがあるまま現場で仕事を続ける中

での労働災害が発生するだろうと。そういったことを非常に危惧しております。それは林

業を例にあげましたけれども、建設現場におきましても実際そのような意識の中での、そ

ういった事故が発生しているかと思います。また先ほども説明いたしましたが転倒労働災

害、これは実際年配の方も多いですし、一般と言いますか、若い人たちでも転倒災害はあ

りますが、ある意味やはり足・腰、そういったところは、実際には自分では大丈夫だろう

と思っても実際には筋力が低下しますので、インナーマッスル、そういったところをしっ

かり鍛えて、鍛えるというか維持する。、そういったところを企業において、その部分の取

り組みを進めていこうということが課題でございます。  

○池村会長  

 黒崎委員、田口委員よろしいでしょうか。  

○両委員  

 はい。  

○池村会長  

 その他ございませんでしょうか。  

 １点だけ質問させていただいてよろしいでしょうか。ちょっと会長職を離れて質問しま

す。  

 ２４年度でも２５年度でも出てくるんですけれども、その労災補償関係で、「標準処理期

間の２分の１以内の処理」というところがありますけれども、法的には標準処理期間を定

めるというのは努力義務をされているわけですけれども、そこを踏まえられてちゃんと標

準処理期間を設定しておられるということは望ましいことだし、しかもその２分の１以内
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での処理というのは、評価されてしかるべきところだと思うんですが、この標準処理期間

というのは、厚労大臣と言いますか、本省で定められたもの、全国画一的なものなんでし

ょうか。  

○菅原労働基準部長  

 これはですね、行政手続法の中で、今一例としてあげさせていただきましたけれども、

労災保険給付につきましても行政手続法で標準処理日数が定められておりまして、実は労

災保険に限らず、いわゆる申請者に対して、その結果を出す期限が決められておりまして、、

一定の標準処理期間が３０日とか１５日とか定められております。私ども労災補償ににつ

きましては、やはりお怪我された方が大変な思いをしていると、その中で本省の方で行政

手続法の運用の中で、標準処理期間を定めておりますけれども、秋田といたしましては、

これをさらに１日でも短縮して速やかに結果を出すという思いを込めた目標で、現実、な

かなか業務を遂行して行く中で、大変なこともありますけれども、しっかりとその目標を

達成していきたいと考えております。  

○池村会長  

 はい、ありがとうございます。私がお聞きしたかったのは、先取りして言うと、全国に

一律のものがあってですね、そして他の都道府県ですね、特に隣県なんかでもこういう同

じような状況であるとするならばですよ、するならばですけれども、そもそも期間の定め

方自体がもっと短縮されてしかるべきという議論になってはいきませんかと。そういう問

題意識でお聞きをしたということです。  

○菅原労働基準部長  

 これは把握している限りは当県だけだと思います。こういった取り組みをしているのは。 

○池村会長  

 それならば素晴らしいことですね。  

 その他ございませんでしょうか。  

 よろしいでしょうかね。それでは、ほぼご意見等出尽くしたというふうに理解させてい

ただきます。少し時間がありますけれども閉会とします。依然として厳しい雇用・失業情

勢が続いている中で、地域のニーズに的確に対応した計画ある行政運営が期待されている

ものと思われます。今後とも、秋田労働局におかれましては、秋田県をはじめとした関係

機関と連携を密にされつつ、労働条件確保対策、雇用対策等になお一層の尽力を発揮され

ますよう、ご努力をお願いいたします。  
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 それでは、これをもちまして第２５回秋田地方労働審議会を閉会といたします。ご協力

いただきましてありがとうございました。  
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